
吉富町「未来を担う若者の移住・定住促進」奨学金返還支援助成金 

交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この告示は、吉富町に住所を有し、現に居住する就労者のうち、学校教育法

（昭和22年法律第26号）に規定する高等学校（中等教育学校の後期課程を含

む。）、特別支援学校の高等部、高等専門学校、短期大学又は大学（大学院を含

む。）及び専修学校（以下「高校・大学等」という。）の在学中に借り入れた高校・大

学等奨学金（以下「奨学金等」という。）を返還する者に対し、返還金の一部を助成

することにより、人材の確保及び移住定住の促進を図ることを目的とする。 

（対象となる奨学金） 

第２条 助成金の交付の対象となる奨学金等は、次の各号のいずれかに該当するも

のとする。 

（１） 独立行政法人日本学生支援機構の奨学金 

（２） 吉富町奨学金 

（３） その他町長が認める貸与型奨学金 

（助成金の受給要件） 

第３条 助成金の交付を受けることができる者は、次の各号の全ての要件に該当する

者とする。ただし、公務員は除く。 

（１） 申請時かつ当該年度の１月１日に吉富町に住民登録し、現に居住する者 

（２） 高校・大学等に進学し、在学中に前条の奨学金等の貸与を受けた者 

（３） 月賦、半年賦又は年賦により奨学金の返還を遅延なく行っている者 

（４） 京築地域又は九州周防灘定住自立圏域の事業所等で就労している者 

（５） 町税等を滞納していない者 

（６） 他制度による奨学金等の返還を対象とした助成・補助を受けていない者 

（７） 吉富町に１０年以上居住する意思のある者 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、助成金の交付を受ける年度に返還すべき奨学金等の返還金

額の２分の１に相当する額とする。ただし、申請初年度から３年度目までは、当該金

額が１０万円を超えるときは、１０万円を限度とし、４年度目から１０年度目までは、当

該金額が５万円を超えるときは、５万円を限度とする。 

２ 繰上返還等による奨学金等の返還額は、前項に規定する期間中に返還すべき奨

学金等の返還金額には含まないものとする。 

（助成金の交付対象期間） 

第５条 助成金の交付対象となる期間は、次条に規定する助成金の最初の交付申請

の日の属する年度を含め、１０年度間を限度とする。 



２ 前項の規定により助成金を交付する者は、申請初年度から引き続き吉富町に住民

登録し、居住するものとする。ただし、事業所の都合による転勤、その他町長がやむ

を得ないと認める転出があった場合は、申請初年度から起算して１０年度間を限度

として、再び吉富町に住民登録し、居住することとなった日の属する年度から助成

金を交付することとする。 

（交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、吉富町奨学金

等返還支援助成金交付申請書（別記様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、町

長に対しその定める期日までに申請しなければならない。 

（１） 奨学金等貸与機関が発行する奨学金等の貸与を証するもの 

（２） 申請日が属する年度に返還すべき奨学金等の返還金額を証するもの 

（３） 事業所から交付される労働条件通知書若しくはそれに代わるもの（就労証明

書（別記様式第２号等））又は自営業にあっては営業証明書等自らの業を営むこ

とを証する書類。ただし、離職した場合は、速やかに離職報告書（別記様式第３

号）を提出すること。 

（４） その他町長が必要と認める書類 

（交付決定及び決定通知） 

第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類の審査

を行い、助成金の交付の可否を決定し、申請者に対して、吉富町奨学金等返還支

援助成金交付（不交付）決定通知書（別記様式第４号）により通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第８条 申請者は、第６条に規定する申請書を提出した後、助成金の交付申請を取り

やめる場合は、速やかに吉富町奨学金等返還支援助成金交付申請取下げ届（別

記様式第５号）を町長に提出するものとする。 

２ 町長は、前項に規定する届けがあったときには、当該申請に係る助成金の決定は

なかったものとみなす。 

（助成金の実績報告） 

第９条 助成金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、交付の決定を

受けた年度の期間中に返還すべき奨学金等を返還したときは、速やかに吉富町奨

学金等返還支援助成金実績報告書（兼請求書）（別記様式第６号）に、次に掲げる

書類を添えて提出しなければならない。 

（１） 奨学金等の返還の事実を証するもの 

（２） 交付年度における就労期間等を証する書類（在職証明書（別記様式第７号

等）） 

（３） 納税証明書 

（４） その他町長が必要と認める書類 



（助成金の確定及び交付） 

第１０条 町長は、前条の規定による報告があったときは、住民登録等の確認のほか、

当該報告に係る書類の審査を行い、交付が適当と認められるときは、交付金額を確

定し、交付決定者に対して吉富町奨学金等返還支援助成金交付額確定通知書

（別記様式第８号）により通知し、助成金を交付する。 

２ 町長は、前項の規定による審査の結果が適当でないと認めるときは、交付決定者

に必要な是正措置を命ずることができる。 

（交付決定の取消し） 

第１１条 町長は、交付決定者が、次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の

交付決定の全部又は一部を取り消し、吉富町奨学金等返還支援助成金交付決定

取消通知書（別記様式第９号）により通知するものとする。 

（１） 助成金の交付決定後、交付対象期間内に町外へ転出したとき 

（２） 提出した書類に虚偽その他不正があったとき 

（助成金の返還） 

第１２条 町長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る助成金が既に交付されているときは、交付決定者に対し、吉富町

奨学金等返還支援助成金返還命令書（別記様式第１０号）により助成金の全部又

は一部の返還を命ずることができる。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行し、同日から令和９年３月３１日までに交付

決定を受けた者に適用する。 

 （条例の失効） 

２ この告示は、令和１８年３月３１日限り、その効力を失う。 


